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介護分野における更なる賃上げと物価高への対策を可能とする 

特段の措置に係る「骨太の方針２０２５」への明記について（要望） 

 

 

介護分野では、令和６年度介護報酬改定において介護職員等処遇改善加算を新設したこと

に加え、令和６年度補正予算では介護人材確保・職場環境改善等事業により１人あたり５．

４万円相当の補助を行う等、様々な施策を通じた賃上げが進められているところです。 

しかしながら、その実績を見れば、他産業における賃上げの加速を受け、介護分野との賃

金格差は令和５年度（６．９万円／月）から令和６年度（８．３万円／月）へと更に拡大す

る結果となり、深刻な人材流出が生まれています。 

また、依然として厳しい状況にある物価高は、公定価格である介護報酬により運営される

介護施設・事業所に著しい影響を与えており、令和６年度補正予算で措置された重点支援地

方交付金による下支えをもっても、こうした現状に対抗し得るだけの体力が残されていない

のが現実です。 

介護関係５団体では４月１６日、地域の介護と福祉を考える参議院議員の会（末松信介会

長、大家敏志事務局長）による申入れに同行させていただき、これらの現状をお伝えさせて

いただきましたところ、貴台におかれましてはぜひ、介護分野における更なる賃上げと物価

高への対策を可能とする特段の措置について、「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方

針）２０２５」に明記いただけるよう格段のお力添えを賜りたく、要望いたします。 

 


